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東日本大震災への対応について（５）
（地方本部経由）
　連日の自治労運動前進に向けた取り組みに対し、心より敬意を表します。

　３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震により、被害を受けた自治体、単組、組合員・家族の皆様に心からお見舞い申し上げます。

  自治労本部対策本部における現地県本部への、現状の支援内容をお知らせします。
１．被災現地での支援活動について
　　現地では外部からの支援を受け入れる体制が十分にできておらず、いくつかの自治体のホーム
　ページを見ても「（日帰り可能な）市内・県内からのボランティア募集」という状況で、ボランテ
ィアの派遣調整をする団体も、遠方から現地入りすることは控えるように訴えています。現時点での宿泊を伴う遠方からの支援行動は、控えていただくよう要請します。また現地への直接の問い合わせも、活動の支障になりますので控えてください。
　本部は現在、岩手・宮城・福島の各県本部を訪問し、情報の集約、支援方針の検討などを行っています。自治労の各県本部・単組には、これらを踏まえてあらためて要請します。今回の災害に対する支援は、相当な長期間にわたることが想定されます。各県本部・単組におかれては、長期の組織的な支援を念頭に、可能な準備をお願いします。
２．被災地で働く組合員への緊急の物資支援
　　被災地で懸命に働く組合員は、救援物資を被災者に届ける作業を中心に奮闘していますが、結
　果として現地で懸命に働く自治体職員に救援物資が渡らない状況が報告されており、自治労本部
として、西日本の各県本部に要請し、被災地ではたらく組合員の支援を中心的な目的とした緊急の物資支援を取り組んでいます。

３．総務省への要請について
　　自治労本部として、現地県本部と協議しつつ、総務省に要請を行い、随時、被災地から自治労

　本部に直接要請された事項を伝えています。

４．北海道本部としての取り組み
　　自治労北海道本部として、既に各地方本部、単組・総支部に要請しているとおり、災害特別カンパの取り組みを中心にお願いしています。

現在、東北地連（青森・岩手・秋田・宮城・山形・福島・新潟）の要請に応じて、緊急応援物資を道本部として現地県本部に送っています。
全道の地方本部、単組・総支部から、応援物資と人的派遣の要請、問い合わせが多数ありますが、現地からの要請内容が緊急性に富むものが多いことから、全道から集約する時間的余裕がないため、全道的な取り組みにできないことをご了承ください。
また、人的派遣に関して、宿泊、食事を自前で用意できない派遣は、受入が難しいとの判断を尊重し、道本部としての取り組みは控えていることをご理解ください。
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